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○亀山市市街地再開発事業等補助金交付要綱 

平成２９年８月２５日 

告示第１５３号 

改正 令和２年１２月２８日告示第２１０号 

（目的） 

第１条 この告示は、市街地再開発事業及び優良建築物等整備事業（以下「市

街地再開発事業等」という。）の施行者に対し補助金を交付することにより、

市街地における土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図り、

もって公共の福祉に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１）市街地再開発事業 都市再開発法（昭和４４年法律第３８号。以下「法」

という。）第２条第１号に規定する市街地再開発事業（法第４章の規定に

より行われる第二種市街地再開発事業を除く。）をいう。 

（２）優良建築物等整備事業 優良建築物等整備事業制度要綱（平成６年６

月２３日付け建設省住街発第６３号建設省住宅局長通知）第２の一に規定

する優良建築物等整備事業をいう。 

（３）施行者 次に掲げる者をいう。 

ア法第７条の９第１項の認可を受けた個人施行者、法第１１条第１項の認

可を受けて設立された市街地再開発組合又は施行地区（法第２条第３号

に規定する施行地区をいう。）となるべき区域内の宅地（法第２条第５

号に規定する宅地をいう。）について所有権又は借地権（法第２条第１

１号に規定する借地権をいう。）を有する者の３分の２以上の者が参加

している市街地再開発事業準備組織（都市再開発法施行令（昭和４４年

政令第２３２号）第４７条の２に規定する施行者を除く。） 

イ優良建築物等整備事業制度要綱第２の二に規定する施行者のうち独立行
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政法人都市再生機構及び地方公共団体以外の者 

（補助金の名称） 

第３条 この告示により交付する補助金は、亀山市市街地再開発事業等補助金

（以下「補助金」という。）という。 

（補助金の交付対象者） 

第４条 補助金の交付対象者は、社会資本整備総合交付金交付要綱（平成２２

年３月２６日付け国官会第２３１７号国土交通事務次官通知。以下「交付金

要綱」という。）及び優良建築物等整備事業制度要綱に掲げる要件を満たす

市街地再開発事業等を行う施行者とする。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、市町村税又は次の各号のいずれかの市

の歳入を滞納している者を補助金の交付対象者としないことができる。 

（１）亀山市立保育所利用者負担額等の徴収に関する条例（平成２７年亀山

市条例第１号）及び亀山市認定こども園条例（平成２７年亀山市条例第３

０号）に規定する利用者負担額等 

（２）亀山市農業集落排水処理施設条例（平成１７年亀山市条例第１２４号）

に規定する使用料 

（３）亀山市営住宅条例（平成１７年亀山市条例第１３５号）に規定する家

賃 

（４）亀山市公共下水道条例（平成１７年亀山市条例第１３１号）に規定す

る使用料 

（５）亀山市公共下水道事業受益者負担に関する条例（平成１８年亀山市条

例第３４号）に規定する負担金等 

（６）亀山市立幼稚園利用者負担額の徴収に関する条例（平成２７年亀山市

条例第２号）に規定する利用者負担額 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

次の各号に掲げる事業に応じ、当該各号に定めるものとする。 
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（１）市街地再開発事業 

ア調査設計計画に要する経費 

（ア）事業計画作成費 

（イ）地盤調査費 

（ウ）建築設計費 

（エ）権利変換計画作成費 

イ土地整備に要する経費 

（ア）建築物除去及び整地費 

（イ）仮設店舗等設置費 

（ウ）補償費等 

ウ共同施設整備に要する経費 

エ建築物の防災機能の強化に要する経費 

（２）優良建築物等整備事業 

ア調査設計計画に要する経費 

（ア）基本構想作成費 

（イ）事業計画作成費 

（ウ）地盤調査費 

（エ）建築設計費 

イ土地整備に要する経費 

（ア）建築物除去等費 

（イ）補償費等 

ウ共同施設整備に要する経費 

（ア）空地等整備費 

（イ）供給処理施設整備費 

（ウ）その他の施設整備費 

２ 前項に規定する補助対象経費の算出方法については、交付金要綱の定める

ところによる。 
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（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の３分の２（都市再生特別措置法（平成

１４年法律第２２号）第８１条第１項に規定する立地適正化計画に基づく都

市機能誘導区域内かつ交付金交付要綱附属編の附属第Ⅱ編第１章のイ―１０

―（１）の７の１の（２）に規定する中心拠点区域内において、立地適正化

計画に位置づけられる事業として実施される市街地再開発事業の土地整備費

及び共同施設整備費については、当該経費の１０分の９）に相当する額（そ

の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）を限度

とし、予算の範囲内において市長が定める。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金等交付申請書に次の書類

を添付して、補助事業に着手する３０日前までに市長に提出しなければなら

ない。 

（１）市街地再開発事業の場合は、法第７条の９第１項又は第１１条第１項

の認可を受けたことを証する書類（市街地再開発事業準備組織にあっては、

その組織が存在することを証する書類） 

（２）年度別の事業計画の内訳書 

（３）交付を受けようとする補助金の額の算出方法 

（４）交付を受けようとする補助金の額の算出に係る明細書 

（５）その他市長が必要と認める書類 

（状況報告） 

第８条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、

市長が指定する日までに市街地再開発事業遂行状況報告書（様式第１号）又

は優良建築物等整備事業遂行状況報告書（様式第２号）により市長に報告し

なければならない。 

（実績報告） 

第９条 交付決定者は、補助事業が完了したとき、又は補助金の交付の決定に
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係る会計年度が終了したときは、補助事業等実績報告書に次の書類を添付し

て市長に提出しなければならない。 

（１）市街地再開発事業等の成果を証する書類 

（２）補助金の精算に係る調書 

（３）補助金の受入れに係る調書 

（４）残存物件等に係る調書 

（５）市街地再開発事業等の実施状況を示す書類 

（６）報告に係る市街地再開発事業等が完了したことを証する写真 

（７）その他市長が必要と認める書類 

（帳簿等の保存） 

第１０条 交付決定者は、この告示に係る事業の経理の収支を明らかにした書

類、帳簿等を作成し、当該事業等の完了後５年間保存しなければならない。 

（その他） 

第１１条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（令和２年１２月２８日告示第２１０号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にあるこの告示による改正前の様式による用紙につ

いては、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 
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様式第１号（第８条関係） 

（令２告示２１０・一部改正） 

様式第２号（第８条関係） 

（令２告示２１０・一部改正） 

 


